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論 説
住友電工男女賃金差別訴訟
一 勝利和解 を もた らした もの
弁護士 宮 地 光 子
住友 電工男女賃金差別訴訟 は、2003年12月24日 、大 阪高等裁判所 第14民
事部(井 垣敏生裁判長)の もとで、被告会社 お よび国 との和解 が成立 し一
審の全 面敗訴判決 を乗 り越 える成果 を獲得す るこ とがで きた。
1世 論の批判 を浴びた一審判決
1995年8月8日 に提訴 された本件 は、昭和40年 代 に採用 された女性2名
(西村 かつ み さん、 白藤 栄子 さん)が 原告 とな った裁判 で ある。住友電気
工業㈱ では、昭和41年 に 「専 門職」 と 「事務職」 の コース別採用 を導入 し、
高卒の男性 と女性 は、同 じ 「事務職」 で採用 されて も、男性 は 「全社採用」
として専 門職 に転換 してい くの に対 し、女性 は 「事 業所採用」 と して、転
換 の機会 もない まま 「事務職」 に固定 され、仕事 の配置 ・研修 ・昇格 ・昇
進 にお ける差別 を受け続 けて きた。原告 の女性達 は、 この男女別採用 に始
まる企業 の男女別雇用管理 が違法で ある として提訴 した ものである。
また訴訟 に先だ って原告 らは、 旧均等法15条 に基づいて調停 申立 て を行
なったが、 当時の大阪婦人少年室長が、均等法 の指針 に基づ き、原告 ら女
性 と同期 の高卒男性 とは採用 区分が異 なることを理 由 として不 開始 決定 を
行 なっていた。本件訴訟では、 この大阪婦 人少年 室長の不 開始決定が違法
であ ると して、国 に対 して慰謝料請求 も行 なっていた。
原告 の女性達 は、提 訴前 に労働組合 に対 し、賃 金実態 につ いて組合 が把
握 してい る情報 を明 らかに して くれる よう求めたが、協力 を得 られず、訴
訟の なかで差別の実態 を明 らか にで きるか不安な ままで提訴 に踏み切 った。
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しか し幸 いなことに、提訴後3年 近 くたって改正民事訴訟法 が1998年1月
か ら施行 され、従来 よ り文書提 出命令 の対象 となる文書が拡大 された。そ
れ を受 けて裁判所 は、賃金台帳 や労働者名 簿 について文書提 出命令 を出す
ようにな り、その影響で、本件 で も会社 か ら任 意に、高卒男女 の賃金実態
や昇格の推移 を明 らか にさせ る ことがで きた。 その結果、一審 の訴訟の中
で、原告 らと同年代の高卒男性 は、勤続8年 目まで にすべ てが専 門職 に転
i換してい ること、そ してその賃金格 差 は、1998年 の時点で月額24万 円にも
及ぶ ことが 明 らかになった。
しか し2000年7月31ロ に、大 阪地方裁判所 第5民 事部(松 本哲泓裁判長)
が行 なった判決 は、 この ような著 しい男女 間格差 を認定 し、男女別雇用管
理 を憲法14条 の趣 旨に反す る もの としなが ら、昭和40年 代 にお いて は公序
良俗 に反 しない とし、 また均等法 も女性差別撤廃条約 も過去 には遡 らない
か ら、企業 には均等法施行後 も是正義務 はな く、当時の大阪婦 人少年室長
が調停 を不 開始 としたの も違法で ない とい う、原告全面敗訴 の結論 であっ
た。
この判決 の1ヶ 月後 の8月31日 には、300名 を超 す 市民 が大 阪地裁 を
「人 間の鎖」 で取 り囲 んで抗議 の意思 を示 す行動 が取 り組 まれた。 またマ
ス コ ミも敗訴判 決に もかか わ らず、 この判決 を大 き くと りあ げ 「均等法前
に採用 された私達 は、一生、平等 に処遇 され ることはないので しょうか」
との原告の怒 りの声 が、多 くの紙面 や映像 で報道 され た。 さらには100名
を超 える女性達 が 「陳述書」 を寄せ て、 自らの体験 か ら一審判決 に怒 りの
声 をあげた。
そ して控 訴審 では、 国際法学 の観点か ら阿部浩 己教授 、労働法学 の観点
か ら西谷敏教授、 山田省三教授、林弘子教授、植野妙実子教授、憲法学の
観点 か ら樋 口陽一一教授、差別禁止法学の観点か らEmilyA.Spiler教 授、女
性学 の立場 か ら上野千鶴子教授 らの意見書 や論文 を提 出 し、一審判決の誤
ま りを論証 した。
また裁判 の外 では、原告 らと原告 らを支 える ワーキ ング ・ウ ィメ ンズ ・
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ネ ッ トワー ク(WWN)が 、粘 り強 く日本企業 における性差別 の根強 さと
その不 当性、 さらには司法 におけ るジェ ンダーバ イアスの存在 を国内外 の
世 論に訴 えて きた。2003年8月 にニ ュー ヨークで開催 され た国連女性差別
撤廃委員会(CEDAW)の 際 も、 日本 の遅れた実情 を訴 えるロビ,__..活動
を行 った。 その結果、CEDAWは 、 同年8月 に出 された最終 コメ ン トの
中で、 コース別雇用管理 な どか ら生ず る男女の賃金格差 を懸念 し、 日本政
府 に対 し、 間接差別の定義 を国内法 に とりこむ ことや、 間接 差別 について
の認識 を向上 させ るためのキ ャンペー ンを国会議員や司法 関係者 に行 うこ
とを勧 告 した。 またCEDAWは 、 日本政府 に対 して、均等法 の指針 を改
正 して、労働市場 にお ける女性 と男性 の平等達成 を加速 させ るための努力
を強 く要請 した。
2大 阪高裁にお ける和解 の内容
この ような本件訴訟 の審理経過 と国際社会 の動 向を踏 まえて、大阪高等
裁判所 第14民 事 部(井 垣敏生裁判 長)は 、2003年12月1日 に、 文書 に よる
和解勧告 を行 なった。勧告 は、前 文 と具体的 な和解条項案か らなる もので
あ ったが、裁判長 は前文 にお いて、国際社会 における男女平等実現 に向け
た着実 な取組 みに触 れ 「男女が共 に力 を合 わせ て社会 を発展 させていける
社 会 こそが真 に求め られている平等社会 であるこ とが、既 に世界 の共通認
識 となっている」 とし、 さらには女性差別撤廃条約 の批准や均 等法改正 な
どのわが 国におけ る改 革 について触 れ、「この ような改革 は、男女差別 の
根絶 を 目指す運動 の中で一歩一歩前進 して きた ものであ り、すべての女性
が その成果 を享受す る権利 を有す る もの」 と明言 した。 この くだ りは、均
等法 も女性差 別撤廃条約 も、 その施行前や批准前 には遡 らない として、均
等法施行前 に採用 された女性 たち を、均等法 や条約の適用対象外 とした本
件::..判 決 に対す る明 らか な批判で あ り、私達 が控訴審で提 出 した阿部教
授 の鑑定意見書 において 「女性差別撤廃条約上、雇用 ・昇 進等 にお ける差
別 か らの保護 は、均等法施行前 に採用 された原告 らに も、疑い もな く及ん
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でいる。 この条約 は、差別 か らの保 護 を、均等法施行後 あ るいは条約発効
後 に採用 された女性 に限定 して及 ぼす ものではない。条約が 日本 について
効力 を生 じて以後、(日 本 の管轄下 にあ る)す べての女性 に条約 の保護 を
及 ぼ しているのであ る」 とされてい ることに真 正面 か ら応 えた ものであっ
た。
また私達が、一審判決の論 旨は、男女別雇用 管理が現在 もなお続 いてい
る状態 をその まま容認す る ものである と批 判 して きたの に対 し、和解勧 告
前文 は 「過去 の社会意識 を前提 とす る差 別の残津 を容認す ることは社会の
進歩 に背 を向ける結果 となる」 と指摘 し、Ee判 決 とは異 な る立場 を とる
ことを明 らかに した。そ して さらに 「現在 において は、直接 的な差別のみ
な らず、間接 的な差別 に対 して も十分 な配慮が求め られる」 と言及 した。
そ して高裁 か ら示 された和解条項案 の内容 は、会社 との関係 においては、
① コース別雇用管理が実質的に性別による雇用管理 にな らない ように、コー
ス別雇用管理 の必要性 や処遇の合理性 につ いて、労使協議 に よ り必要な取
組 み を続 け てい くこ と、② 原 告 らを2004年1月16日 付 で昇格 させ るこ と
(原告西村 さんについては主席一課長相 当、原告 白藤 さんについては主 査一
係長相 当)、 ③解決 金の支払い(1人 当た り500万 円)を 内容 とす る も
のであった。そ して、裁判 長の強い勧 告 によ り、会社 は これ ら和解条項案
をほぼ原案通 り受諾 した。
また国 との関係 で高裁か ら示 された和解 条項案 は、雇用 管理 区分が異 な
る場合 であって も、それが実質 的に性別 に よる雇用管理 とな っていないか
について、厚生労働省 は十分 な注意 を払 い、調停の積極 的かつ適正 な運用
に努 め ることを内容 とする ものであ ったが、 国 も、 ほぼ原案 どお りの内容
で受諾 した。
そ して判決 による解決 を望んでいた原告 たち も和解 の受諾 を決めた。そ
れは何 よ りも、 この和解勧 告文が、原告 たちの心 を強 くとらえたこ とにあ
るが、 その こ とは、 この和解勧告文が 「国際社 会 においては」 との言葉 で
始 まってい るこ とに象徴的 にあ らわれている。 この言葉 は、国際社会 の良
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識 に後押 しされて裁判 に立 ちあが り、 たえず視 点 を世界 に置 きなが ら活動
して きた原告たちに対 す る、何 よ りの プレゼ ン トだ ったか らである。
この ように して実現 した今 回の和解 は、勝訴判決 によって も実現 で きな
か った ことを実現 した。それは原告 らが、和解 によって昇格 したこ とであ
る。本件訴訟 では、提 訴の段階 で、労働組合 の協力が得 られず、社員の昇
格の実態や賃金実態 についての証拠が決定的 に不足 していた ことな どか ら、
昇格請求(地 位確認)ま で は求 めず、賠償 請求一本 に しぼっていた。 した
が って仮 に勝 訴判決 を得て も、会社 に金銭 賠償 を命ず るだけの ものになっ
ていた。
しか し控訴審の裁判長 は、今 回の和解勧 告 において、原告 らの昇格 を含
む案 を提示 し、その実現 に向けて会社 を説得 した。 この裁判長 の姿勢 は、
雇用差別 に対す る根本 的な救済 は、職場の中で差別是正 を目に見 えた もの
にす ることであ る とい う高い見識 に裏打 ちされた もの と言 える。
そ して和解 で昇格 を実現 させ たこ とは、原告 らに予想外 の喜 び をもた ら
した。それ はこの和解 と同時 に、 原告 ら以外 の女性 に も昇格 の口頭 内示が
だ され、今 まで女性が ほ とん ど昇格す るこ との なかった主席(課 長に相 当
す る資格で、今 回の和解で西村 さんが昇格 した資格 です)に 、原告の西村
さんを入れて5名 の女性が昇格 したか らであ る。昇格が 自分だけではなか っ
た、 自分が 闘ったことが、他 の女性 に も波及 した とい うことほ ど、原告の
気持 ち を癒す ものはない。
3コ ース別雇用管理 をめ ぐる裁判 と今後の課題
本件 の和解 に先立つ2003年11月5日 、東京地裁 は兼松男女賃金差別事件
におい て、原告の女性達の請求 を棄却す る判決 を行 なった。兼松事件 も男
女別募 集か ら始 まる男女別 コース制 の違法性が争点 となった ものであるが、
判決 は、男女 コース制 の採用 ・処遇は憲法14条 の趣 旨に反す るとしなが ら、
公序良俗違反 とはいえない と、住友電工事件 の一審判決 を同 じ枠組み をとっ
てい る。そ して1985年 の コース別雇用管理 の導入 は、男女 コース制 の処 遇
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を引 き続 き維持 す るための ものである としなが ら、 旧均等法が、配置 ・昇
進 につ いて努力義務規定であ ったこ とを理 由に、公序 良俗違反 とまではい
えない とした。 そ して1999年4月 の改正均等法 は配置 ・昇進差別 を禁止 し
たが、会社 は1997年 にそれ までの不合理 な コース転換制度 を改訂 し、本人
の希望 と一定の資格 要件 を満たせ ば受 け られるように合理的 なものに した
として、判決 は、会社 の コース別雇用管理が改正均等法の もとで も公序 良
俗違反 とはな らない との結論 を導 き出 した。
しか しなが らこの1997年 に改 め られ た とい うコース転換制度 は、事務職
か ら一般職へ の転換 の資格要件 として、実務検定試験全教科合格 、 日商簿
記3級 、 日商 ワープロ3級 、TOEIC600点 以上であ ることを求 め、 さらに
適性検査、小論文、役 員面接 な どの転換試験 を受験 して合格す ることを転
換の条件 としている。そ して判決は、 これ らの昇級要件 を現在 の一般職在
籍者は全員(男 性 も含 めて)す べ て満 た してい ることを、転換制度 の合 理
性 の根拠 としている。 しか しなが ら兼松 事件 の原告の女性 達 と同 じ世代 の
男性社員達 は、 この ような試験 も受 けるこ とな く、転換制 度が導入 され る
前 に、無試験 で コース転換 をしてい るのである。 ところが女性達 は、 コー
ス転換 に試験 を要件 とされ、 しか も高齢 になってか らの受験 と言 うハ ンデ ィ
を負 わされ る。 コース転換 の実質的な機会 を与 えられないままで高齢 になっ
た女性達 に とって は、 かかる転換制度そ の ものが、 コース転換 を阻む壁 と
して機能す るのである。
この転換 試験 の ように、一見性 中立的 な基準 であって も、 その適用 した
結果が、女性達 に不 利益 な効果 をもた らす もの を、 間接差別 とい う。
住友電工事件 にお いては、女性達 はそ もそ も転換 のチ ャンス を与 え られ
ず に来 たため、転換 制度の合理性 な どが、 直接裁判 の争点 となる ものでは
なか った。 しか しなが ら和解勧 告文は、前述の とお り、 「現在 において は、
直接的 な差別のみ な らず、 間接 的 な差別 に対 して も十分 な配慮 が求 め られ
る」 と言及 したのである。この ことは、差別 の形が、試験 を用いた り、パー
ト ・派遣 ・契約社員 な どの雇用形態 を用 い た りして、 よ り巧妙 になってい
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く事態 を予 測 して の高 裁 の きわめ て 的確 な指 摘 とい え よ う。
4裁 判基金の設立
住友電工訴訟の原告 の2人 は、様 々な不安 を抱 きなが らも、裁判 とい う
方法 を選択 したが、それは労働組合 に働 きかけて も力 になって もらえず、
均等法の調停 に申立て も門前払 いだ ったか らである。
そ して この裁判 を取組 むなかで、 いかに多 くの女性達が 自分た ち と同様
の差別 に傷 つ きなが らも、裁判 に立 ちあがれ ないでいるか を知 るこ とがで
きた。 そ して今 回の和解解決で、原告たちは幸 い にして解 決金 を獲得す る
ことが で きたが、 この解決金 をこれか ら裁判 に立 ちあが ろ うとす る女性 た
ちのため に役立 てたい と、裁判基金 を設立す るこ とに した。
この和解勧 告文 とともに、 この裁判基金が これか ら立 ちあが ろうとす る
働 く女性達 をも励 ます ことがで きれ ば何 よりである。なお本件の和解調書、
弁護 団声 明、 原告声 明 な どは、 ワー キ ング ・ウィメ ンズ ・ネ ッ トワー ク
(WWN)の ホ ームペ ー ジ(http:〃www.ne.3p/asahi/wwn/wwin/)に 掲
載 されてい る。
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